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【議事概要】第１回持続可能で希望ある岩⼿を実現する⾏財政研究会 
  

⽇時︓令和４年３⽉ 30 ⽇（⽔）13︓00〜16︓20 

場所︓岩⼿県庁 12 階特別会議室 

 

資料１「開催趣旨」、資料２「岩⼿県の基本情報及び『いわて県⺠計画』の概要」 

 

（グリーン社会の推進に伴う歳⼊確保について） 

●岩⼿は、森林⾯積も⼤きく、カーボンネガティブというか、CO2 排出量について県全体でマイナスにし

てその分稼げるようなポテンシャルがあると思うので、県財政への影響も含め、そのあたりを今後検討

して⾏く必要がある。 

 

（県⺠計画について） 

●現在のいわて県⺠計画（2019〜2028）は、県⺠の幸福というものを、今ある資源、⼈材、財源でどのよ

うに作っていくか、⾮常に丁寧に実直に作っている印象がある。他県は、移住者を⼊れるとか外国⼈を

⼊れるとか、外にアピールをして外から⼈を呼んで⼈⼝減少を⾷い⽌める⽅策が多い⼀⽅で、今居る県

⺠の幸福を軸⾜にしてプランにしているのは本当に丁寧なプランだと考える。 

 

（⼈⼝動態の特徴について） 

●⼈⼝動態について、今後減少するのは全国的な状況とは思うが、その中⾝、⾃然減なのか特徴があるの

か、それと地域性、県内で⼈⼝の減り⽅に格差がどのくらいのあるのかというところを分析していく必

要がある。また、関連して、県⼟が広く⼈⼝密度が低いということだが、県内の地域性で⾒たときに、

⼈⼝密度は⼈⼝減に伴ってさらに低くなるのか、それとも特定の地域などに⼈が集まってくる傾向があ

るのか検討する必要がある。 

●コロナに関わらず、どの地域においても社会減は減る傾向にある。その理由としては、⼦どもの数が減

少傾向にあるから。社会減は、出ていく⼈と⼊ってくる⼈の差で計算するが、両⽅とも下がっていると

きに、下がり⽅のペースが違うとそのような傾向になる。コロナの⼀時的な現象を割り引いた上で、⼦

どもが減っているから社会減が減るのか、I ターンの⼈の動向などが関係しているのか、⼈⼝動態につい

て分析する必要がある。 

 

（出⽣率について） 

●今回の研究会のテーマでもある「持続可能性」を考えるにあたって、⼈⼝動態をどのように⾒るかが重

要。岩⼿県の⼀次産業⽐率 10％は全国最⼤規模であり、その分⼈⼝減少率が⾼いのはやむを得ない傾向

である⼀⽅で、同じく⼀次産業⽐率の⾼い宮崎県は、出⽣率が⾼い。結局、「持続可能かどうか」とは、

⼦どもがどのくらい⽣まれてくるかということであり、最終的には岩⼿県で出⽣率が 2.0 を超える⽔準

になる必要があると考える。北⽇本は出⽣率が低い傾向なので、どのように出⽣率を⾼めていくか、県

資料１ 



が努⼒できない部分もあると思うが、どのようなビジョンを持って⼈⼝減少対策に取り組んでいくのか。

それをどのように今後の政策に盛り込んでいくのかを検討する必要がある。 

 

資料３「令和４年度岩⼿県⼀般会計当初予算の概要」〜資料７「東⽇本⼤震災への対応」 

 

（デジタル化と公共施設総合管理について） 

●維持補修費が他県と⽐較して⾼くなっていることについて、広い県⼟を有する中で、公共施設の多いこ

とと、デジタル化との関係があると考える。ある基礎⾃治体では、合併した後に残っている旧役場を⼀

部デジタル化して、中央の業務を旧役場でできるようにし、役場の業務量とかを少なくしている。こう

いったデジタル化の動きと総合施設の管理の話は密接に関連しており、これも岩⼿県の⼤きな政策課題

の⼀つかと思う。 

 

（職員構成について） 

●警察費が少ないとか教育費が多いとかは⼈件費が要因となっているものだと思うが、⼈件費について、

⼀般⾏政職と学校職員と警察職員で、⾒通しや年齢構成を分析する必要がある。加えて、教育の場合は

正規職員、⾮正規職員、ＡＬＴの構成割合などの傾向を⾒ていく必要がある。これらについては⾏政運

営に係る全体のコストやサ―ビスの質に関わる戦略につながるため重要である。 

 

（県内市町村の財政状況について） 

●県内市町村の財政状況が全国と⽐べてどうなのか分析する必要がある。例えば今回の病院の話について

も、市町村が財源的に担えないところを県が担っているのだとすれば、県が公⽴病院を抱えていること

で、市町村が⼀定の⾏政サービスを提供できているのかもしれないとすると、そのために県内市町村が

他の市町村と⽐べて⽀出を抑えられているとか、効果が出ているとか、そういうところを分析する必要

がある。持続可能で希望ある岩⼿県の実現に向けて、単純に教育とか衛⽣費を削減すれば良い、という

話ではないと思う。 

 

（地⽅交付税等の動向について） 

●地⽅交付税の総額については、地⽅財政計画の中で定められる中、岩⼿県に配られる地⽅交付税額につ

いては、臨時財政対策債の理論償還分が減少すればその分だけ落ちるのかどうか。これについては、基

準財政需要額の⼈⼝算定分がどんどん減っていくので、地⽅交付税総額に占める岩⼿県への配分の⽐率

を維持できなくなることが要因。また、もう⼀つは税収が上がる傾向に今あるので、税収が膨らむと交

付税総額は減っていくという点で、岩⼿県にはリスクはある。臨時財政対策債が膨らんでいくという前

提がたてられない。 

 

（病院事業会計への繰出と⾼等学校費の分析について） 

●岩⼿県のこれまでの決算分析を⾒てみると、教育費と衛⽣費について、もう少し詳しく分析していく必



要がある。 

●例えば、衛⽣費では、病院会計にどういう性質の繰出⾦を出していて、その中⾝がどうなっているのか

を精査する必要がある。また、繰出⾦の⾏先である病院会計の経営状況がどうなっているのか、また今

後どうなっていくのかを⾒ていく必要がある。決算がセグメント別とか、性質別にみてどうなっていて、

どうなっていくのか。そのうえで繰出しがどうなっているのか、今後分析する必要がある。 

●教育費も同じで、⾼等学校費の運営費のウェイトが⾼いように⾒えるが、運営費と⾔っても⾊々あると

思うので、具体的にどういうところにコストがかかっているのか、今後分析する必要がある。 

 

（留保財源で対応すべき経費について） 

●公⽴病院の繰出⾦について、⼀つの分析の基準としては、繰出⾦と基準財政需要額との⽐較。繰出基準

内であれば良いが、それを超え、標準的な歳出を超えていると、過剰と⾔える。 

●その財源は⼆通り考えられて、他の基準財政需要額分を⾷っているか、あるいは留保財源を活⽤してい

るか。留保財源は交付税の伸び率に依存しているので、税収⾒込みの話にも関係してくる。岩⼿県は留

保財源がそれほど⼤きくない中で、他の経費との兼ね合いも含めてそもそも論をしていく必要がある。 

 

（財政状況や中期財政⾒通しの住⺠への説明について） 

●財政指標的にも複雑になっているので、国の関係者に納得してもらえる⽔準での説明と、割と簡素に、

住⺠や⼀般職員に対する分かりやすい説明を、⼆つ分けてやっていく必要がある。 

●中期財政⾒通しにおける傾向ついて、岩⼿県においては社会保障関係費が⼤幅に増加するわけでもなく、

歳出の各経費の傾向としての微妙な動態となっている。普通に⾒たら危機感が並⾛できない。国がなん

とかしてくれる、最後なんとかなる、と考えると、国にも県にも良いことがない。中期財政⾒通しのタ

ーゲットの置き⽅を⼯夫しながら、このままだと真綿で⾸を絞められるように少しずつ厳しくなること

を事実として正確に伝えていく必要がある。 

 

（⼈件費の推計について） 

●特に教育とか病院に関しては、分析を深堀りしていくときに財政シミュレーションとの関係、現員管理

との関係を含め、実際のところとの⽐較をしっかりとしていく必要がある。 

●⼈⼝が減ってきてもそれに対応して教員を減らせば⼀般⾏政や他部⾨は影響を受けない。⼀⽅で教員が

過剰にいるとすると、そこを改⾰すれば財政的には補助裏部分の真⽔効果はあるはず。⼀に教員、⼆に

警察、そして公営企業として病院の職員部分のところがあって、実態上どうなっているかをまず紐解い

て、整理していく必要がある。 

 

（物価⾼について） 

●現在、コストプッシュ型のインフレが起きていて、物価が⾼くなるが、名⽬上は地⽅税収が上がる⼀⽅

で、現場を持っていると、病院で消費税率が上がった時のような、影響が表れてくるので、今後、インフ

レの負の影響を受けやすいのかもしれない。 



 

資料８「論点整理」 

 

（グリーン社会の推進に伴う歳⼊確保について） 

●歳⼊確保のところで、グリーン、森林活⽤、J-クレジットなど、インパクトとしては、あまり⼤きくない

と思うが、どこまでグリーンの⽅策ができるのかというところを考えていく必要がある。 

 

（デジタル社会に伴う歳出の削減について） 

●歳出では、デジタル化の推進による歳出削減について、公共施設のネットワークや⼈の配置などにどの

ように影響するかも考えていく必要がある。 

 

（対外的な打ち出しについて） 

●岩⼿県は魅⼒的なのに、北海道、島根、九州なんかと⽐べて対外的な打ち出しがもったいないと⽇々思

っている。今回の研究会のテーマについては⾮常に⼿堅い検討だと思うが、すごく守りの姿勢を感じる。

もうちょっと、攻めの姿勢のシナリオバージョン、岩⼿県ならではの打ち出し⽅を考えていく必要があ

る。 

 

（グリーン社会に向けた戦略について） 

●グリーン化については重要な取組であり、森林環境譲与税とのすみ分け等については全国的に議論され

ており、それを含めて、豊かな森や、エネルギーをどう活⽤していくのか、その辺の戦略も含めて考え

ていく必要がある。 

 

（病院事業への繰出しに係る県⺠への理解について） 

●病院への繰出しについては、繰出基準に基づいて絶対やらないといけないという訳でもなく、岩⼿県と

しての政策判断に基づいて⾏っていくべきだと思うが、繰出しをするにあたってのルール・考え⽅を明

確にすることで、県⺠にもお⾦をたくさんつぎ込むとことに理解を得られると思う。 

 

（⻑期的な県内市町村の持続困難リスクについて） 

●20 年〜30 年というスパンの視点に⽴って検討を進めていくときに、県内の市町村でもさらに厳しい財

政状況になるところが出てくる可能性がある。県内の市町村の⾏財政基盤がゆらぐことによって、県財

政に対する負担が増える可能性がある。そのようなリスクを抑えておくことは議論した⽅が良い。 

 

（公会計と公共施設等総合管理計画について） 

●地⽅公会計と、合わせて公共施設等総合管理計画において今後どのくらいの施設更新費⽤がかかるのか

を分析する必要。 

 



（公営企業の経営について） 

●公⽴病院だけでなく、下⽔道とかがどういう経営をしているかについて分析する必要。 

 

（住⺠への広報について） 

●地⽅財政は専⾨的な話の部分が多いので、住⺠に対する広報は、違う形（わかりやすい形）で出す必要。

この研究会の検討内容⾃体がかなり専⾨的な内容となっている。例えば、「留保財源」と住⺠に⾔っても

理解されない。研究会における議論と住⺠に対する広報については、うまく分ける必要がある。 

 

（「持続可能」の打ち出し⽅について） 

●⾏財政の研究会として、短期ではしっかりした詰めた議論をして、国へ要望していく。その上で中⻑期

では制度を抜本的に⾒直していくため、しっかり考えていくという、短期的な視点と中⻑期的な視点を

使い分けて議論していく必要。 

 

（⼈⼝動態について） 

●⼈⼝動態について、県⺠向けには⼈⼝ビジョン等でも⽰しているが、短期で減ることは間違いない。問

題は、2040 年に何⼈、2060 年に何⼈ということを⽰すよりも、いつになったら平常状態になるのか。

⼈⼝減少が底⼊れして安定的になるのか、そこまでどうやってつないでいくかということ。出⽣率で仮

定をおくなどして、何年まで頑張れば⼈⼝が安定的に推移するようになる、そこまでどうしたらいいか

という超⻑期のビジョン、これをあわせて考えていく必要。 
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資料２ 令和４年度、令和３年度歳入状況

第２回 持続可能で希望ある岩手を実現する行財政研究会
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2

令和４年度当初予算における歳入の状況

2



［一般会計］ （単位：百万円）

国　庫 県　債 その他 一　般

868,121 138,474 38,952 191,898 498,797

32,191 8,473 13,316 ▲ 20,608 31,010

900,313 146,947 52,268 171,290 529,807

1,099,640 223,347 66,459 264,173 545,660

▲ 199,327

 増減率（％） ▲ 18.1

予算額
財　源　内　訳

 令和２年度２月現計予算額（Ｂ）

 増減額（Ａ）－（Ｂ）

令
和
３
年
度

比
較

区　　分

 現　計　予　算　額

 補　正　予　算　額

 補正後現計予算額（Ａ）

１．予算編成の考え方

２．予算の規模等

（１）今回補正額：322億円[通常分： 525億円（うち経済対策分415億円）、コロナ分：▲73億円、震災分： ▲130億円]

（２）新型コロナウイルス感染症対策予算合計額

第11号補正後1,328億円 + 今回補正予算▲73億円 ＝ 計 1,255億円

令和３年度 一般会計２月補正予算案（第12号）概要 令 和 4 年 2 月 2 4 日

総 務 部 財 政 課

・ 新型コロナウイルス感染症対策として、感染拡大防止を図りつつ、社会生活・経済活動を支えるため、医療提供体制の強化や

生活福祉資金貸付期間の延長、いわて旅応援プロジェクトの実施に必要となる経費を計上

・ 国の補正予算（第１号）に呼応して、令和４年度当初予算と一体的な補正予算編成により県内経済の活性化を推進するため、

国土強靱化緊急対策などの公共事業費、三陸復興創生のための観光拠点整備費等を計上

・ 県税等の歳入の最終見込み、除雪などの緊要な課題に対応する経費の計上を含む歳出額の整理

・ 財政健全化を着実に推進するため、県債管理基金の積立て、繰上償還に要する経費を計上 等

〔計上事業〕 別紙のとおり

公表資料

財政健全化の着実な推進
・県債管理基金積立金 150億円 ・財政調整基金積立金 115億円
・県債償還元金（臨時財政対策債） 50.8億円
※繰上償還のほか、令和３年度の臨時財政対策債の発行抑制（60億円）を実施
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Iwate Prefecture

資料３ 普通会計歳入決算及び県税収入の推移

第２回 持続可能で希望ある岩手を実現する行財政研究会

1



億円

 普通会計の歳入決算総額は、東日本大震災津波からの復旧・復興事業の進捗により、平成23年度以降減少傾向となっている。

 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症に係る国庫支出金や、制度融資に係る諸収入等が増となっている。

2
・ 出典：地方財政状況調査（決算統計）
・ 地方税は、地方消費税清算金（歳入、歳出）を反映した額を計上している。

938 1,023 1,132 1,091 1,093 1,175 1,212 1,242 1,288 1,391 1,349 1,416 1,369 1,219 1,235 1,258 1,241 1,291 1,439 1,375 1,197 1,148 1,128 1,220 1,249 1,329 1,541 1,540 1,560 1,611 1,553 1,60396 109 115 127 132 99 100 104 56 31 32 32 32 33 43 71 120 270 46 42 112 194 196 200 232 270
250 213 219 243 237 217

2,241
2,469 2,550 2,491 2,489 2,387 2,366 2,441 2,476 2,587 2,801 2,938 2,820 2,751 2,528 2,381 2,401

2,400 2,371 2,310 2,139 2,276

3,897
3,225

2,700 2,773
2,987 3,100 2,898 2,863 2,872 2,830
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1,537
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1,524
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4,198

2,466

2,192 2,042
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1,987 1,944 1,893 2,179

589
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835

1,085 1,116 1,430 1,520 1,699 1,623 1,475
1,548

1,525

1,562
1,428

1,121
979 946 932 916

1,168
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1,008
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11,299
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9,939

10,987

0
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4,000
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8,000

10,000

12,000

14,000

H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

普通会計歳入決算の推移（全体）

その他

地方債

国庫支出金

地方交付税

地方譲与税

地方税

普通会計歳入決算の推移（全体）



億円

3

 普通会計の歳入決算（通常分）は、東日本大震災津波以降ほぼ横ばいで推移している。

 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症に係る国庫支出金や、制度融資に係る諸収入の増等により対前年度比1,347億円の増となっている。

・ 出典：地方財政状況調査（決算統計）
・ 通常分とは、「復旧・復興事業分」、「緊急防災・減災事業分」、「全国防災事業分」を除いた分である。
・ 地方税は、地方消費税清算金（歳入、歳出）を反映した額を計上している。

938 1,023 1,132 1,091 1,093 1,175 1,212 1,242 1,288 1,391 1,349 1,416 1,369 1,219 1,235 1,258 1,241 1,291 1,439 1,375 1,197 1,148 1,128 1,220 1,249 1,329 1,541 1,540 1,560 1,611 1,553 1,60396 109 115 127 132 99 100 104 56 31 32 32 32 33 43 71 120 270 46 42 112 194 196 200 232 270
250 213 219 243 237 217

2,241
2,469 2,550 2,491 2,489 2,387 2,366 2,441 2,476 2,587 2,801 2,938 2,820 2,751 2,528 2,381 2,401

2,400 2,371 2,310 2,139 2,276
2,911

2,322 2,212 2,215 2,183 2,253 2,183 2,171 2,147 2,199

1,483
1,537

1,603 1,832 2,189 2,296 2,010 2,041 1,989 1,991 1,998
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1,524
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1,428
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1,168
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942774
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1,767
1,937
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1,376
1,384 1,592 1,177 1,153

1,330
1,450

1,420

1,473 1,412 1,524 1,484 1,456 1,417 1,292
1,207

1,9006,120
6,639

7,157
7,465

8,1518,3538,328

8,9259,145
9,3959,435

9,6969,623
9,064

8,216

7,470
7,1987,384

6,8186,774

7,4187,3127,501

6,9106,7626,7836,8926,9346,9736,9666,887

8,234

0
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10,000

12,000
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H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

普通会計歳入決算の推移（通常分）
その他

地方債

国庫支出金

地方交付税

地方譲与税

地方税

普通会計歳入決算の推移（通常分）



986 902
488 558 804 847 716 692 725 631

3,275

1,646

1,361 1,296
1,343 1,344

1,128 1,055 954 806
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H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

普通会計歳入決算の推移（震災分） その他

地方債

国庫支出金

震災復興特別交付税

億円

4

 普通会計の歳入決算（復旧・復興事業）は、東日本大震災津波からの復旧・復興事業の進捗により、平成23年度以降減少傾向となっており、令和２
年度は、対前年度比298億円の減となっている。

 地方債の発行は、震災復興特別交付税や東日本大震災復興交付金などの国からの財政措置により抑制されてはいるが、復興経費の一部地方負
担などによる発行が生じている。

・ 出典：地方財政状況調査（決算統計）
・ 震災分とは、「復旧・復興事業分」、「緊急防災・減災事業分」、「全国防災事業分」の合計である。

普通会計歳入決算の推移（震災分）



 平成23年度以降、30年度までは、復興需要や消費税率の引き上げを背景に増収傾向となっていた。

 令和元年度以降は、企業収益の減退や復興関連工事の需要の落ち着きなどの影響で、減収傾向に転じている。

 通常分歳入に占める県税の割合（折れ線）は、税制改正等の影響で増加傾向にあるが、20％未満の状況が続いている。

5
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県税収入の推移
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県税収入：億円 通常分歳入に占める県税の割合：％

・ 出典：地方財政状況調査（決算統計）

県税収入の推移



Iwate Prefecture

資料４ 県税収入構造の分析

第２回 持続可能で希望ある岩手を実現する行財政研究会

1



2※ 各種税交付金についても、各税目等と同様に①～③へ分類。

人口減少を踏まえた地方税等の見込み

分類 税目等 推計の方法（R5以降）

①主に人口の影響
を受けるもの

個人県民税、県たばこ税、ゴルフ場利
用税、自動車税（環境性能割・種別割）、
狩猟税、森林環境譲与税、自動車重量
譲与税

各税目の主となる年齢の人口推計（※）×納税義務者率（R2実績）×一人当たり税額（R2実績）
※例：個人県民税や自動車税の場合20歳以上。また、人口推計については、「岩手県人口ビジョ
ン」で推計のベースとした、「日本の地域別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研究所）の出
生中位・死亡中位推計を使用

②主に経済の影響
を受けるもの

法人県民税、個人・法人事業税、地方
消費税（清算金含む）、不動産取得税、
軽油引取税、特別法人事業譲与税、地
方揮発油譲与税、石油ガス譲与税

前年度の額×実質GDP成長率（※）
※実質GDP成長率は、これまでの本県中期財政見通しで使用してきた、内閣府の「中長期の経済
財政に関する試算」（R4.1.14公表）の「ベースラインケース」を使用。

③その他 県民税配当割、株式等譲渡所得割、利
子割、鉱区税、産業廃棄物税、地方道
路譲与税、航空機燃料譲与税

R4当初予算額の横置き

（単位：億円）

H29 H30 R1 R2 R3 R4

2,000 2,018 2,088 2,214 2,317 2,317

1,987 2,068 1,993 2,053 2,169 2,152

（最終予算） （当初予算）

差引 C=A-B 13 ▲ 50 95 161 148 165

見通し A
(H28.9見通し） （H30.9見通し）

実績 B
（決算）

中期財政見通しと実績（決算・予算額）における、税収等の乖離状況

※税収等：地方税＋地方譲与税＋地方消費税清算金収入

 これまでの本県の中期財政見通しにおいて今後の中期的な視点に立った財政運営の参考とするべく、地方税関係の推計については、総務省の
「地方財政収支の仮試算」や内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」を用いてきたところ。

 一方で、本県の人口減少等を踏まえた推計とはなっておらず、見通しにおける推計額と決算額については乖離が生じている状況。

 持続可能で安定的な行財政基盤の構築に向けては人口減少等を踏まえた推計方法を用いた財政見通しを実施する必要があるのではないか。

 このため、本県が直面している人口減少の影響を踏まえた、地方税収等の試算方法について検討を行うもの。

 具体的には、各税目等について、その性質に応じて、①主に人口の影響を受けるもの、②主に経済の影響を受けるもの、③その他に分類し、そ
れぞれについて今後の人口動態や経済動向の試算を踏まえて今後の見込みを機械的に推計する方法が考えられるのではないか。


Sheet1

														（単位：億円） タンイ オクエン

				H29		H30		R1		R2		R3		R4

		見通し A ミトオ		2,000		2,018		2,088		2,214		2,317		2,317

				(H28.9見通し） ミトオ				（H30.9見通し） ミトオ

		実績 B ジッセキ		1,987		2,068		1,993		2,053		2,169		2,152

				（決算） ケッサン								（最終予算） サイシュウヨサン		（当初予算） トウショヨサン

		差引 C=A-B サシヒキ		13		▲ 50		95		161		148		165







（単位：百万円）

 各種税目等について、主に人口、経済に連動するもの、その他の３つの類型に分類した場合、令和３年度の地方税等の見込み（最終予
算額）を例にすると、人口連動分については561億円（25.9％）、経済連動分については1,597億円（73.6％）、その他は11億円（0.5％）とな
り、税収については約１/4が今後の人口減少の影響を受ける可能性がある。

人口連動分
561億円
（25.9％）

令和３年度の地方税等における税収構造

◎：主に人口連動

△：主に経済連動

×：その他税目

経済連動分
1,597億円
（73.6％）

その他
11億円
（0.5％）

予　算　額 増 減 率 前年度決算額 増 減 率

① ② ③ ③－② (対R3予算) ③－① (対R2決算)

37,470 36,169 37,259 1,090 3.0% -211 ▲ 0.6%

◎ （ 個 人 ） 36,584 35,393 35,783 -71 ▲ 0 257 0.7%

× （ 配 当 割 ） 416 488 683 -81 ▲ 0 37 8.9%

× （ 株 式 譲 渡 割 ） 470 288 793 -273 ▲ 1 -199 ▲ 42.3%

△ 3,654 2,727 3,418 691 25.3% -236 ▲ 6.5%

× 169 159 133 -26 ▲ 16.4% -36 ▲ 21.4%

41,293 39,055 40,810 1,755 4.5% -483 ▲ 1.2%

△ 1,151 929 1,143 214 23.0% -8 ▲ 0.7%

△ 24,390 19,305 27,576 8,271 42.8% 3,186 13.1%

25,540 20,234 28,719 8,485 41.9% 3,179 12.4%

△ 23,043 25,583 26,110 527 2.1% 3,067 13.3%

△ 169 182 183 1 0.5% 14 8.0%

23,212 25,765 26,293 528 2.0% 3,081 13.3%

△ 2,596 2,246 2,653 407 18.1% 57 2.2%

◎ 1,350 1,327 1,446 119 9.0% 96 7.1%

◎ 244 260 298 38 14.6% 54 22.1%

△ 15,191 14,713 14,515 -198 ▲ 1.3% -676 ▲ 4.4%

◎ 18,416 18,018 18,264 246 1.4% -152 ▲ 0.8%

× 19 18 18 0 0.0% -1 ▲ 3.9%

◎ 13 13 14 1 7.7% 1 7.3%

× 92 92 97 5 5.4% 5 6.0%

127,967 121,741 133,127 11,386 9.4% 5,160 4.0%

2,782 2,987

21,727 17,347 23,544 6,197 35.7% 1,817 8.4%

0 2,142

△ 55,608 60,105 60,197 92 0.2% 4,589 8.3%

0 4,415

205,302 199,193 216,868 17,675 8.9% 11,566 5.6%

地　方　譲　与　税

地方消費税清算金（収入）

合 計

県 税 計

自 動 車 税 （ 旧 法 含 む ）

鉱 区 税

狩 猟 税

産 業 廃 棄 物 税

事
業
税

個 人

法 人

計

消
費
税

譲 渡 割

貨 物 割

計

不 動 産 取 得 税

県 た ば こ 税

ゴ ル フ 場 利 用 税

軽 油 引 取 税

増減額及び増減率

税　目

県
　
　
民
　
　
税

個 人 小 計

法 人

利 子 割

計

当 初 予 算 額
決 算 見 込 額
（最終予算額）

決 算 額

現計予算額 決算見込額

区　分 令和２年度 令和３年度

実態に応じて
◎、△、×
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Sheet1

				令和３年度								県税等の決算見込額調

																																												44587

				区　分 ク ブン						令和２年度 レイワ						令和３年度

										決算額 ケッサン ガク		対前年度伸率 タイ ゼンネンド シン リツ				現計予算額 ゲンケイ ヨサンガク				現計予算額 ゲンケイ ヨサン ガク				決算見込額 ケッサン ミコミ ガク

												決算 ケッサン		地財 チ ザイ		当初予算額		対前年度 タイゼンネンド		２月
補正額 ガツ ホセイ ガク		対前年度 タイゼンネンド		決算見込額
（最終予算額） ケッサン ミコミ ガク サイシュウ ヨサン ガク		東日本大震災に係る減免見込額 ヒガシ ニホン ダイシンサイ カカ ゲンメン ミコミ ガク		合計 ゴウケイ		対前年度伸率 タイ ゼンネンド シン リツ				増減額及び増減率 ゾウゲンガク オヨ ゾウゲン リツ

														（決算見込比） ケッサン ミコミ ヒ				決算伸率 ケッサン ノ リツ				決算伸率 ケッサン ノ リツ								決算 ケッサン		地財 チ ザイ		予　算　額 ヨ サン ガク		増減率 ゾウゲン リツ		前年度決算額 ゼンエンド ケッサン ガク		増減率 ゾウゲン リツ

				税　目 ゼイ メ						①				　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　		②		②／①		②		②／①		③		④		③+④		③／①		見込／決算 ミコミ ケッサン		③－②		(対R3予算) タイ ヨサン		③－①		(対R2決算) タイ ケッサン

				県　　民　　税 ケン ミン ゼイ		個人小計 コジン ショウケイ				37,470						36,169								37,259		0		36,887,000		0.3		▲ 2.0		1,090		3.0%		-211		▲ 0.6%

		◎						（個　　　　　人） コ ヒト		36,584						35,393								35,783		0		36,269,000		0.7		▲ 1.3		-71		▲ 0		257		0.7%

		×						（配 　当　 割） クバ トウ ワリ		416						488								683		0		441,000		9.1		▲ 6.9		-81		▲ 0		37		8.9%

		×						（株式譲渡割） カブシキ ジョウト ワリ		470						288								793		0		177,000		▲ 52.9		▲ 25.0		-273		▲ 1		-199		▲ 42.3%

		△				法人 ホウジン				3,654						2,727								3,418		0		4,956,000		▲ 9.5		▲ 1.4		691		25.3%		-236		▲ 6.5%

		×				利子割 リシ ワリ				169						159								133		0		138,000		▲ 54.2		▲ 25.4		-26		▲ 16.4%		-36		▲ 21.4%

						計 ケイ				41,293						39,055		0		0		0		40,810		0		41,981,000		▲ 63.4		▲ 28.8		1,755		4.5%		-483		▲ 1.2%

		△		事業税 ジギョウゼイ		個人 コジン				1,151						929								1,143		0		1,167,000		▲ 3.1		1.7		214		23.0%		-8		▲ 0.7%

		△				法人 ホウジン				24,390						19,305								27,576		0		25,622,000		▲ 5.6		0.8		8,271		42.8%		3,186		13.1%

						計 ケイ				25,540						20,234		0		0		0		28,719		0		26,789,000		▲ 8.7		2.5		8,485		41.9%		3,179		12.4%

		△		消費税 ショウヒゼイ		譲渡割 ジョウト ワリ				23,043						25,583								26,110		0		21,133,000		▲ 2.4		▲ 1.5		527		2.1%		3,067		13.3%

		△				貨物割 カモツ ワリ				169						182								183		0		135,000		6.9		6.4		1		0.5%		14		8.0%

						計 ケイ				23,212						25,765		0		0		0		26,293		0		21,268,000		4.5		4.9		528		2.0%		3,081		13.3%

		△		不動産取得税 フドウサン シュトク ゼイ						2,596						2,246								2,653		0		2,352,000		▲ 9.9		3.8		407		18.1%		57		2.2%

		◎		県たばこ税 ケン ゼイ						1,350						1,327								1,446		0		1,404,000		▲ 1.2		2.4		119		9.0%		96		7.1%

		◎		ゴルフ場利用税 バ リヨウ ゼイ						244						260								298		0		272,000		▲ 0.8		▲ 2.1		38		14.6%		54		22.1%

		△		軽油引取税 ケイユ ヒキトリ ゼイ						15,191						14,713								14,515		0		1,074,000		▲ 47.9		▲ 52.4		-198		▲ 1.3%		-676		▲ 4.4%

																										0		15,845,000		▲ 7.8		▲ 0.1		0		ERROR:#DIV/0!		0		ERROR:#DIV/0!

																										0		17,630,000		▲ 1.3		▲ 1.6		0		ERROR:#DIV/0!		0		ERROR:#DIV/0!

																										0		387,000		皆増
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		ERROR:#DIV/0!		0		ERROR:#DIV/0!		0		ERROR:#DIV/0!

		◎		自動車税（旧法含む） ジドウシャ ゼイ キュウ ホウ フク						18,416						18,018								18,264		0		18,132,000		1.6		2.6		246		1.4%		-152		▲ 0.8%

		×		鉱区税 コウク ゼイ						19						18								18		0		18,000		3.6		0.0		0		0.0%		-1		▲ 3.9%

		◎		狩猟税 シュリョウ ゼイ						13						13								14		0		13,000		▲ 2.8		0.0		1		7.7%		1		7.3%

		×		産業廃棄物税 サンギョウ ハイキブツ ゼイ						92						92								97		0		92,000		▲ 1.1		-		5		5.4%		5		6.0%

				旧　　法 キュウ ホウ		特別地方消費税 トク ベツ チホウ ショウヒゼイ																				0		0		　－		-		0		ERROR:#DIV/0!		0		ERROR:#DIV/0!

						自動車取得税 ジドウ シャ シュトク ゼイ																				0		0		　－		-		0		ERROR:#DIV/0!		0		ERROR:#DIV/0!

						軽油引取税 ケイユ ヒキトリ ゼイ																				0		0		　－		-		0		ERROR:#DIV/0!		0		ERROR:#DIV/0!

						計 ケイ																				0		0		　－		-		0		ERROR:#DIV/0!		0		ERROR:#DIV/0!

				県税計 ケンゼイ ケイ						127,967						121,741								133,127		0		129,240,000		▲ 3.7		▲ 0.6		11,386		9.4%		5,160		4.0%

																		【12月報告額】 ガツ ホウコク ガク												2.7				2,782				2,987

				地　方　譲　与　税 チ カタ ユズル ヨ ゼイ						20,554		0		0		21,321		0		20,112		0		20,112		0		20,112,000		▲ 2.2		3.1		-1,209				-442

										3,514		0		-		3,250		0		3,200		-0		3,200		0		3,200,000		▲ 8.9		-		-50				-314

										166		0		-		153		-0		152		0		152		0		152,000		▲ 8.2		-		-1				-14
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										35		0		-		34		0		34		0		34		0		34,000		▲ 1.7		-		0				-1

										21,727						17,347								23,544		0		23,712,000		▲ 2.3		-		6,197		35.7%		1,817		8.4%

																																		0				2,142

		△		地方消費税清算金（収入） チホウショウヒゼイセイサンキン シュウニュウ						55,608						60,105								60,197		0		45,597,000		▲ 5.6		-		92		0.2%		4,589		8.3%

																														18.1				0				4,415

				合計 ゴウケイ						205,302						199,193		0		0		0		216,868		0		198,549,000		▲ 4.0		-		17,675		8.9%		11,566		5.6%





				区　分 ク ブン						平成30年度						令和元年度

										決算額 ケッサン ガク		対前年度伸率 タイ ゼンネンド シン リツ				現計予算額				現計予算額 ゲンケイ ヨサン ガク				平成26年						決算見込額 ケッサン ミコミ ガク

												決算 ケッサン		地財 チ ザイ		当初予算額		対前年度 タイゼンネンド		２月
補正額 ガツ ホセイ ガク		対前年度 タイゼンネンド		決算見込額 ケッサン ミコミ ガク		特別財政援助法による減免見込額 トクベツ ザイセイ エンジョ ホウ ゲンメン ミコミ ガク		合計 ゴウケイ		対前年度伸率 タイ ゼンネンド シン リツ				増減額 ゾウゲンガク

														（決算見込比） ケッサン ミコミ ヒ				決算伸率 ケッサン ノ リツ				決算伸率 ケッサン ノ リツ								決算 ケッサン		地財 チ ザイ		予　算　額 ヨ サン ガク				前年度決算額 ゼンエンド ケッサン ガク		前年度決算額 ゼンエンド ケッサン ガク

				税　目 ゼイ メ						①						②		②／①		②		②／①		③		④		③+④		③／①		見込／決算 ミコミ ケッサン		③－②				③－①		③－①

				地方消費税清算金（支出） チホウショウヒゼイセイサンキン シシュツ						21,402,888		2.8		-		21,253,000		▲ 0.7		20,352,000		▲ 4.9		20,352,000		0		20,352,000		▲ 4.9		-		▲ 901,000				▲ 1,050,888		▲ 1,050,888

				地方消費税実収入額 チホウ ショウヒゼイ ジツ シュウニュウ ガク						48,665,968		6.5		-		50,794,000		4.4		46,513,000		▲ 4.4		46,513,000		0		46,513,000		▲ 4.4		-		▲ 4,281,000				▲ 2,152,968		▲ 2,152,968

				合計（地方消費税清算後） ゴウケイ チホウ ショウヒゼイ セイサン ゴ						185,392,335		4.2		-		189,521,000		2.2		178,197,000		▲ 3.9		178,197,000		0		178,197,000		▲ 3.9		-		▲ 11,324,000				▲ 7,195,335		▲ 7,195,335

																														5.7				2,782,000				8,456,485		8,456,485

				　○個人県民税及び法人県民税の内訳 〔超過課税分〕 コジン ケンミンゼイ オヨ ホウジン ケンミンゼイ ウチワケ チョウカ カゼイ ブン

				個人県民税除く　県税計 コジン ケンミンゼイ ノゾ ケン ゼイケイ						97,435,137		2.9		3.3		98,372,000		1.0		92,353,000		▲ 5.2		92,353,000		0		92,353,000		▲ 5.2		▲ 0.1		▲ 6,019,000				▲ 5,082,137		▲ 5,082,137

				法人二税 ホウジン ニゼイ						32,625,660		6.5		6.9		34,187,000		4.8		30,578,000		▲ 6.3		30,578,000		0		30,578,000		▲ 6.3		0.5		▲ 3,609,000				▲ 2,047,660		▲ 2,047,660

				法人県民税特例課税分 ホウジン ケンミンゼイ トクレイ カゼイ ブン						706,174		14.9		-		730,000		3.4		607,000		▲ 14.0		607,000		0		607,000		▲ 14.0		-		▲ 123,000				▲ 99,174		▲ 99,174

				法人県民税均等割（森林税除き）						1,535,292		0.6		-		1,538,000		0.2		1,530,000		▲ 0.3		1,529,000		0		1,529,000		▲ 0.4		-		▲ 9,000				▲ 6,292		▲ 6,292

				法人県民税法人税割（超過分除き）						3,081,925		12.7		-		3,355,000		8.9		2,666,000		▲ 13.5		2,668,000		0		2,668,000		▲ 13.4		-		▲ 687,000				▲ 413,925		▲ 413,925

				個人県民税所得割						34,482,737		1.5		▲ 8.7		34,816,000		1.0		34,744,000		0.8		34,759,000		0		34,759,000		0.8		▲ 1.3		▲ 57,000				276,263		276,263

				いわての森林づくり県民税（個人）						605,380		▲ 0.1		-		604,000		▲ 0.2		604,000		▲ 0.2		604,000		0		604,000		▲ 0.2		-		0				▲ 1,380		▲ 1,380

				いわての森林づくり県民税（法人）						153,225		0.5		-		154,000		0.5		153,000		▲ 0.1		153,000		0		153,000		▲ 0.1		-		▲ 1,000				▲ 225		▲ 225

				いわての森林づくり県民税（合計）						758,605		0.0		-		758,000		▲ 0.1		757,000		▲ 0.2		757,000		0		757,000		▲ 0.2		-		▲ 1,000				▲ 1,605		▲ 1,605



				個人県民税（均・所） コジン ケンミンゼイ キン ショ						36,011,937		1.4		▲ 8.5		36,340,000		0.9		36,269,000		0.7		36,269,000		0		36,269,000		0.7		▲ 1.3		▲ 71,000				257,063		257,063

						均等割				1,529,200		▲ 0.1		1.8		1,524,000		▲ 0.3		1,525,000		▲ 0.3		1,510,000		0		1,510,000		▲ 1.3		▲ 0.3		▲ 14,000				▲ 19,200		▲ 19,200

								（内 通常分）		923,820		▲ 0.2		-		920,000		▲ 0.4		920,000		▲ 0.4		906,000		0		906,000		▲ 1.9		-		▲ 14,000				▲ 17,820		▲ 17,820

								（内 森林づくり県民税）		605,380		▲ 0.1		-		604,000		▲ 0.2		604,000		▲ 0.2		604,000		0		604,000		▲ 0.2		-		0				▲ 1,380		▲ 1,380

						所得割				34,482,737		1.5		▲ 8.7		34,816,000		1.0		34,744,000		0.8		34,759,000		0		34,759,000		0.8		▲ 1.3		▲ 57,000				276,263		276,263

				法人県民税 ホウジン ケンミンゼイ						5,476,616		8.9		10.0		5,777,000		5.5		4,956,000		▲ 9.5		4,956,000		0		4,956,000		▲ 9.5		▲ 1.4		▲ 821,000				▲ 520,616		▲ 520,616

						均等割				1,688,517		0.6		1.1		1,692,000		0.2		1,683,000		▲ 0.3		1,681,000		0		1,681,000		▲ 0.4		▲ 0.6		▲ 11,000				▲ 7,517		▲ 7,517

								（内 通常分）		1,535,292		0.6		-		1,538,000		0.2		1,530,000		▲ 0.3		1,529,000		0		1,529,000		▲ 0.4		-		▲ 9,000				▲ 6,292		▲ 6,292

								（内 森林づくり県民税）		153,225		0.5		-		154,000		0.5		153,000		▲ 0.1		153,000		0		153,000		▲ 0.1		-		▲ 1,000				▲ 225		▲ 225

						法人税割 ホウジンゼイ ワリ				3,788,099		13.1		12.7		4,085,000		7.8		3,273,000		▲ 13.6		3,275,000		0		3,275,000		▲ 13.5		▲ 1.6		▲ 810,000				▲ 513,099		▲ 513,099

								（内 通常分）		3,081,925		12.7		-		3,355,000		8.9		2,666,000		▲ 13.5		2,668,000		0		2,668,000		▲ 13.4		-		▲ 687,000				▲ 413,925		▲ 413,925

								（内 超過課税分） チョウカ		706,174		14.9		-		730,000		3.4		607,000		▲ 14.0		607,000		0		607,000		▲ 14.0		-		▲ 123,000				▲ 99,174		▲ 99,174













































































































































































































 【参考】地方税等から税交付金を除いた実質地方税等の場合、令和４年度当初予算と比べ、①人口連動税目については2040年度に92億円の減収
となる見込み。

 ②経済連動税目の動向にもよるが、実質地方税等全体では97億円の増収となる見込み（今後の社会経済情勢の変動がありうることに留意）。
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 地方税、地方譲与税、地方消費税清算金収入の合計である地方税等の場合、令和４年度当初予算と比べ、①人口連動税目については2040年度に
97億円の減収となる見込み（2045年度に130億円の減収）。

 ②経済連動税目について、内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」ベースラインケースの実質GDP成長率による、比較的強めの経済成長を前
提とした場合、地方税等全体では2040年度に198億円の増収となる見込み（今後の社会経済情勢の変動がありうることに留意） 。

人口減少を踏まえた地方税等の見込み

（単位：億円）R2
決算

R3
最終

R4
当初

R5
推計

R6
2024

R7
2025

R8
2026

R9
2027

R10
2028

R11
2029

R12
2030

R17
2035

R22
2040

R27
2045

2,053 2,169 2,152 2,173 2,197 2,220 2,231 2,240 2,250 2,258 2,267 2,308 2,350 2,392
569 561 563 563 557 553 548 543 537 532 526 497 466 433

うち個人県民税 366 358 362 358 353 351 347 344 340 337 333 315 294 273
うち自動車税（旧法含む） 184 183 180 184 183 182 180 178 177 175 173 164 154 143

1,472 1,590 1,578 1,599 1,629 1,655 1,672 1,687 1,702 1,716 1,729 1,800 1,873 1,949
うち法人事業税 244 276 285 289 294 299 302 304 307 310 312 325 338 352
うち地方消費税 232 263 248 251 256 260 262 265 267 269 271 282 294 306
うち軽油引取税 152 145 139 141 143 146 147 148 150 151 152 158 165 171
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						個人事業税		12		11		11		11		12		12		12		12		12		12		12		12		13		13		13		13		13		13		13		13		13		13		14		14		14		14

						不動産取得税		26		27		23		24		24		25		25		25		25		25		26		26		26		26		26		27		27		27		27		28		28		28		28		28		29		29

				その他横置き税目計 タ ヨコオ ゼイモク ケイ				12		17		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11

						県民税配当割		4		7		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4

						県民税株式等譲渡割		5		8		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4

						県民税利子割		2		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1

						鉱区税		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0		0

						産業廃棄物税		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1		1

		地方譲与税						217		235		255		258		263		267		270		272		275		277		279		281		283		286		288		290		292		295		297		299		302		304		306		309		311		314

				人口連動税目計				3		3		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		4		3

						森林環境譲与税		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2

						自動車重量譲与税		1		1		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2		2

				景気連動税目計 ケイキレンドウゼイモク ケイ				214		232		251		254		259		263		266		268		271		273		275		277		279		282		284		286		289		291		293		295		298		300		303		305		307		310

						特別法人事業譲与税		182		200		219		222		226		230		232		234		236		238		240		242		244		246		248		250		252		254		256		258		260		262		264		266		269		271

						地方揮発油譲与税		31		31		31		31		32		32		33		33		33		33		34		34		34		35		35		35		35		36		36		36		37		37		37		37		38		38

						その他の税目 タ ゼイモク		1.1		1.0		1.0		1.1		1.1		1.1		1.1		1.1		1.1		1.1		1.1		1.1		1.2		1.2		1.2		1.2		1.2		1.2		1.2		1.2		1.2		1.2		1.3		1.3		1.3		1.3

						石油ガス譲与税		1.08097		1.03		1.04		1.05352		1.07353688		1.0907134701		1.1016206048		1.1115351902		1.1215390069		1.130511319		1.1395554095		1.1486718528		1.1578612276		1.1671241175		1.1764611104		1.1858727993		1.1953597817		1.2049226599		1.2145620412		1.2242785375		1.2340727658		1.243945348		1.2538969108		1.263928086		1.2740395107		1.2842318268

		その他横置き税目計 タ ヨコオ ゼイモク ケイ						0.1		0.2		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4		0.4

						地方道路譲与税		0		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01		0.01

						航空機燃料譲与税		0.0751		0.17		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34		0.34

		地方消費税清算金（収入）						556		602		589		597		608		618		624		629		635		640		645		650		656		661		666		671		677		682		688		693		699		704		710		716		721		727

		地方税等						2,053		2,169		2,152		2,173		2,197		2,220		2,231		2,240		2,250		2,258		2,267		2,275		2,283		2,291		2,300		2,308		2,316		2,324		2,333		2,341		2,350		2,358		2,367		2,375		2,384		2,392

				①人口連動税目計 ジンコウ				569		561		563		563		557		553		548		543		537		532		526		521		515		509		503		497		491		485		479		472		466		459		453		446		439		433

						うち個人県民税 コジンケンミンゼイ		366		358		362		358		353		351		347		344		340		337		333		329		326		322		318		315		311		307		303		298		294		290		286		281		277		273

						うち自動車税（旧法含む） ジドウシャゼイ キュウホウフク		184		183		180		184		183		182		180		178		177		175		173		171		169		167		166		164		162		160		158		156		154		151		149		147		145		143

				②景気連動税目計				1,472		1,590		1,578		1,599		1,629		1,655		1,672		1,687		1,702		1,716		1,729		1,743		1,757		1,771		1,785		1,800		1,814		1,829		1,843		1,858		1,873		1,888		1,903		1,918		1,933		1,949

						うち法人事業税		244		276		285		289		294		299		302		304		307		310		312		315		317		320		322		325		327		330		333		335		338		341		343		346		349		352

						うち地方消費税		232		263		248		251		256		260		262		265		267		269		271		274		276		278		280		282		285		287		289		292		294		296		299		301		303		306

						うち軽油引取税		152		145		139		141		143		146		147		148		150		151		152		153		154		156		157		158		159		161		162		163		165		166		167		169		170		171

						うち特別法人事業譲与税 トクベツホウジンジギョウジョウヨゼイ		182		200		219		222		226		230		232		234		236		238		240		242		244		246		248		250		252		254		256		258		260		262		264		266		269		271

						うち地方消費税清算金収入 チホウショウヒゼイ セイサンキン シュウニュウ		556		602		589		597		608		618		624		629		635		640		645		650		656		661		666		671		677		682		688		693		699		704		710		716		721		727

				③その他税目計				12		17		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11		11

		税交付金 ゼイコウフキン						573		621		593		600		611		620		626		631		636		640		645		650		654		659		664		669		674		678		683		688		693		698		703		709		714		719

		実質地方税等（地方税等－税交付金） ジッシツ チホウゼイトウ チホウゼイトウ ゼイコウフキン						1,480		1,547		1,559		1,573		1,586		1,600		1,605		1,610		1,614		1,618		1,622		1,625		1,628		1,632		1,636		1,639		1,643		1,646		1,649		1,653		1,656		1,660		1,663		1,666		1,670		1,673

				①人口連動税目計 ジンコウ				544		536		538		538		532		529		524		519		513		508		503		497		492		486		481		475		469		463		457		452		446		439		433		426		420		413

				②経済連動税目計 ケイザイ				931		1,004		1,016		1,029		1,049		1,066		1,076		1,086		1,096		1,104		1,113		1,122		1,131		1,140		1,149		1,159		1,168		1,177		1,187		1,196		1,206		1,215		1,225		1,235		1,245		1,255

				③その他税目計				5		8		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5		5

		R4当初との差										0		14		27		41		46		51		55		59		62		66		69		73		76		80		83		87		90		94		97		101		104		107		111		114

				うち人口連動分 ジンコウレンドウブン								0		0		▲6		▲9		▲14		▲19		▲24		▲30		▲35		▲40		▲46		▲51		▲57		▲62		▲68		▲74		▲80		▲86		▲92		▲99		▲105		▲111		▲118		▲124

		【参考】実質GDP成長率						(▲4.5)		2.6		3.2		1.3		1.9		1.6		1.0		0.9		0.9		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8		0.8







Iwate Prefecture

資料５ 超過課税・法定外目的税の状況

第２回 持続可能で希望ある岩手を実現する行財政研究会
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１ 目的

（いわての森林づくり県民税条例）

第１条 県は、水源のかん養、県土の保全等の森林の有する公益的機能の維持増進及び持続的な発揮のために実施

する森林環境の保全に関する施策に要する費用に充てるため、岩手県県税条例（令和３年岩手県条例第58号。）に

定める県民税の均等割の税率の特例としていわての森林づくり県民税を課する。

２ 沿革

〇 平成18年度に制度創設

〇 ５年間を１期として実施

〔第１期〕平成18～22年度 〔第２期〕平成23～27年度 〔第３期〕 平成28～令和２年度 〔第４期〕令和３～７年度

県民税均等割の税率の特例（超過課税）

３ 課税額

〔個人〕 年1,000円 〔法人〕 年2,000円～年80,000円

４ 税収の使途

税収は、寄付金と合わせて「いわての森林づくり基金」に積み立て、次の取組の財源として活用。

〇森林整備を中心とした「環境重視の森林づくり」の取組 ➡ ハード事業

〇県民理解の醸成などを中心とした「森林との共生」の取組 ➡ ソフト事業
県民税活用事業

いわての森林づくり県民税の概要
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ハ
ー
ド
事
業

森林の経営主体

森林の機能別区分

森林所有者が経営
（森林経営計画※策定）

森林所有者が経営を放棄

県と協定締結
市町村に

経営管理を委託

公益性が高い森林 国庫補助事業

いわての森林づくり県民税
【所有者が管理】

〔活用例〕
いわて環境の森整備事業

森林環境譲与税
【市町村が管理】

〔活用例〕
森林クラウドシステム整備事業

経済性が高い森林 国庫補助事業 国庫補助事業等 国庫補助事業等

ソ
フ
ト
事
業

取組内容 いわての森林づくり県民税 森林環境譲与税

人材育成・担い手の確保

県民の森林整備への参加を促すため、新たに森林整
備活動を行う個人や団体等を対象に森林施業等の研
修活動を行い、ボランティアやNPO等の多様な担い手
を育成するもの。

〔活用例〕 県民参加の森林づくり促進事業

林業の担い手を確保するため、林業アカデミーなどに
おける林業技術者の育成や、意欲と能力のある林業経
営体を育成するもの。

〔活用例〕 いわて林業アカデミー運営事業費

木材利用の促進

木育の推進など、森林環境保全に対する県民理解を
醸成するため、木材の活用を進めるもの。

〔活用例〕
森林公園機能強化事業、全国植樹祭開催準備費

県産木材の需要拡大を図るため、住宅や民間商業施
設などの建築等において木材の利用を促進するもの。

〔活用例〕 いわて木づかい住宅普及促進事業

※ 森林経営計画

森林所有者又は委託を受けた者が経営を行う森林について作成する施業（伐採、造林、保育等）及び保護に関する計画

いわての森林づくり県民税と森林環境譲与税の役割分担
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＜論点①＞ 基金残高の有効活用

〇 基金残高は、R３年度末（見込）約23億円 ➡ R４年度末（見込）約18億円まで減少する見込み。
主な要因は、全国植樹祭開催準備費の財源として活用。（約２億円）

〇 基金残高については、第３期までに実施できなかったハード事業に活用することとしている。

＜論点②＞ 県民税の更なる使途拡大

〇 第４期（Ｒ３）から使途を拡大したところ、県議会等において、更なる使途拡大について指摘されているところ。
使途拡大対象についてはグリーン社会の実現や関連産業創出など

＜論点③＞ Ｒ６年度からの森林環境税課税に伴う住民負担の考え方の整理

〇 復旧・復興のための臨時的な税制上の措置（個人住民税均等割の1,000円増）はR５年度まで、R６年度からは、

森林環境税（国税）が課税されるところ。

〇 今後、市町村へ配分される森林環境譲与税は増額される予定であり、執行状況については注視する必要。

○ R６年度以降の森林環境税と県民税について、その対象使途や住民負担に考え方について整理が必要。

今後の検討課題



本県の課税状況
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超過
課税

個人
県民税

均等割 〇〇〇〇〇〇〇〇 〇 〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇 37

所得割 〇 1

法人
県民税

均等割 〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇 〇〇〇〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇 35

法人税割 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 46

法人事業税 〇 〇〇 〇〇 〇〇〇 8

法定
外税

法定外
普通税

核燃料税 〇〇 〇 〇 〇 〇〇 〇 〇 〇 〇 〇 12

石油価格調整税 〇 1

法定外
目的税

産業廃棄物税 〇〇〇〇〇〇〇 〇 〇〇〇〇 〇 〇〇〇〇〇 〇 〇〇〇〇〇〇〇〇 27

宿泊税 〇 〇 〇 3

環境保全税 〇 1

各都道府県の取組状況

① いわての森林づくり県民税（個人県民税均等割、法人県民税均等割の超過課税）

【従来の個人県民税均等割額年1,000円に1,000円を加算、法人県民税均等割額の10％相当額】

② 法人県民税法人税割（1.8％）

③ 産業廃棄物税（法定外目的税）

【産業廃棄物の重量1トン当たり1,000円】

※個人県民税均等割、個人県民税所得割、法人県民税均等割の超過課税（赤字〇）はすべて森林環境関係に係るものである。

【参考】超過課税・法定外目的税に係る本県及び各都道府県の課税状況
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個人
均等割

税額
（円）

所得割
法人

均等割
税率

（倍）
名称

北海道

青 森

岩 手 〇 1,000 〇 ×1.10 いわての森林づくり県民税

宮 城 〇 1,200 〇 ×1.10 みやぎ環境税

秋 田 〇 800 〇 ×1.08 秋田県水と緑の森づくり税

山 形 〇 1,000 〇 ×1.10 やまがた緑環境税

福 島 〇 1,000 〇 ×1.10 森林環境税

茨 城 〇 1,000 〇 ×1.10 森林湖沼環境税

栃 木 〇 700 〇 ×1.07
とちぎの元気な森づくり県
民税

群 馬 〇 700 〇 ×1.07 ぐんま緑の県民税（通称）

埼 玉

千 葉

東 京

神奈川 〇 300 〇 水源環境保全税

新 潟

富 山 〇 500 〇
×1.125
×1.075
×1.05

水と緑の森づくり税

石 川 〇 500 〇 ×1.05 いしかわ森林環境税

福 井

山 梨 〇 500 〇 ×1.05 森林環境税

長 野 〇 500 〇 ×1.05 長野県森林づくり県民税

岐 阜 〇 1,000 〇 ×1.10 清流の国ぎふ森林・環境税

静 岡 〇 400 〇 ×1.05 森林づくり県民税

愛 知 〇 500 〇 ×1.05 あいち森と緑づくり県民税

三 重 〇 1,000 〇 ×1.10 みえ森と緑の県民税

個人
均等割

税額
（円）

所得割
法人
均等割

税率
（倍）

名称

滋 賀 〇 800 〇 ×1.11 琵琶湖森林づくり県民税

京 都 〇

大 阪 〇 300 〇 ×2.00 森林環境税

兵 庫 〇 800 〇 ×1.10 県民緑税

奈 良 〇 500 〇 ×1.05 森林環境税

和歌山 〇 500 〇 ×1.05 紀の国森づくり税

鳥 取 〇 500 〇 ×1.05 森林環境保全税

島 根 〇 500 〇 ×1.05 水と緑の森づくり税

岡 山 〇 500 〇 ×1.05 おかやま森づくり県民税

広 島 〇 500 〇 ×1.05 ひろしまの森づくり県民税

山 口 〇 〇 ×1.05 やまぐち森林づくり県民税

徳 島

香 川

愛 媛 〇 700 〇 ×1.07 森林環境税

高 知 〇 500 〇
プラス
500円

森林環境税

福 岡 〇 500 〇 ×1.05 森林環境税

佐 賀 〇 500 〇 ×1.05 森林環境税

長 崎 〇 500 〇 ×1.05 ながさき森林環境税

熊 本 〇 500 〇 ×1.05 水とみどりの森づくり税

大 分 〇 500 〇 ×1.05 森林環境税

宮 崎 〇 500 〇 ×1.05 森林環境税

鹿児島 〇 500 〇 ×1.05 森林環境税

沖 縄

・森林環境・水源環境の保全等を目的とした超過課税については、37府県が導入している。

・「いわての森林づくり県民税」は、個人均等割1,000円（超過課税団体平均634円）、法人均等割1.1倍（高知県を除
く超過課税団体平均1.09倍）であり、他府県と比較しても税率は高水準となっている。

【参考】各都道府県の森林環境・水源環境の保全等を目的とした超過課税の状況
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Iwate Prefecture

資料６ 地方交付税措置状況の分析

第２回 持続可能で希望ある岩手を実現する行財政研究会
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H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

震災復興特別交付税 特別交付税
臨時財政対策債 普通交付税
【全国】普交＋特交＋臨財債

岩手県：億円 全国：兆円

2・R2まで：決算額、R3：最終予算額、R4：当初予算額。

地方交付税等の推移

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

本県 普交＋特交＋臨財債 2,441 2,476 2,587 2,801 2,938 2,950 3,014 3,050 2,748 2,682 2,653 2,599 2,588 2,702 2,951 3,423 2,810 2,705 2,644 2,552 2,556 2,486 2,461 2,380 2,414 2,646 2,263

(億円) 普通交付税 2,397 2,432 2,519 2,748 2,883 2,769 2,703 2,485 2,342 2,365 2,364 2,340 2,277 2,104 2,232 2,299 2,280 2,169 2,175 2,145 2,193 2,138 2,128 2,095 2,152 2,330 2,120

特別交付税 44 44 68 54 55 50 47 43 39 36 36 31 33 35 44 612 43 42 40 38 60 44 43 52 47 34 37

臨財債 130 264 522 367 281 253 229 278 562 676 512 487 493 429 369 303 303 291 233 215 283 105

震災特交 986 902 488 558 804 847 716 692 725 631 24 11

地方交付税等　計 2,441 2,476 2,587 2,801 2,938 2,950 3,014 3,050 2,748 2,682 2,653 2,599 2,588 2,702 2,951 4,409 3,712 3,193 3,202 3,356 3,403 3,202 3,153 3,105 3,045 2,670 2,274

全国

(兆円)
普交＋特交＋臨財債 16.9 17.1 18.0 20.9 21.8 21.8 22.8 23.9 21.2 20.2 18.9 17.8 18.2 21.0 24.6 23.5 23.6 23.3 22.5 21.3 20.5 20.4 20.0 19.5 19.7 24.9 19.8

1.45% 1.45% 1.43% 1.34% 1.35% 1.35% 1.32% 1.27% 1.30% 1.33% 1.40% 1.46% 1.42% 1.29% 1.20% 1.45% 1.19% 1.16% 1.18% 1.20% 1.24% 1.22% 1.23% 1.22% 1.22% 1.06% 1.14%

1.04%（H22） 1.01%（H27） 0.96%（R2）

区分

普交＋特交＋臨財債

全国シェア

算定用国調人口 全国シェア 1.13%（H7国調） 1.12%（H12） 1.08%（H17）

 地方交付税等は、景気の変動に伴う税収の増減や、国の骨太の方針等による地方一般財源総額の状況に連動して推移している。
 本県人口が全国よりも早く減少していることに伴い、地方交付税等の全国に占める本県シェアは中長期的に減少傾向（H8：1.45％⇒R3：1.06％）

本県シェア 1.45％
※H7国調人口本県シェア1.13％

震災特交を除く本県シェア 1.14％
※R2国調人口シェア0.96％

三位一体の改革
による総額抑制

リーマンショック
による税収減

税収上振れに
伴う追加交付


Sheet1

		区分 クブン						H8		H9		H10		H11		H12		H13		H14		H15		H16		H17		H18		H19		H20		H21		H22		H23		H24		H25		H26		H27		H28		H29		H30		R1		R2		R3		R4

		本県 ホンケン		普交＋特交＋臨財債 フ コウ トク コウ リン ザイ サイ				2,441		2,476		2,587		2,801		2,938		2,950		3,014		3,050		2,748		2,682		2,653		2,599		2,588		2,702		2,951		3,423		2,810		2,705		2,644		2,552		2,556		2,486		2,461		2,380		2,414		2,646		2,263

		(億円) オクエン				普通交付税		2,397		2,432		2,519		2,748		2,883		2,769		2,703		2,485		2,342		2,365		2,364		2,340		2,277		2,104		2,232		2,299		2,280		2,169		2,175		2,145		2,193		2,138		2,128		2,095		2,152		2,330		2,120

						特別交付税		44		44		68		54		55		50		47		43		39		36		36		31		33		35		44		612		43		42		40		38		60		44		43		52		47		34		37

						臨財債												130		264		522		367		281		253		229		278		562		676		512		487		493		429		369		303		303		291		233		215		283		105

				震災特交 シンサイトクコウ																																		986		902		488		558		804		847		716		692		725		631		24		11

				地方交付税等　計 チホウコウフゼイトウ ケイ				2,441		2,476		2,587		2,801		2,938		2,950		3,014		3,050		2,748		2,682		2,653		2,599		2,588		2,702		2,951		4,409		3,712		3,193		3,202		3,356		3,403		3,202		3,153		3,105		3,045		2,670		2,274

		全国
(兆円) ゼンコク チョウエン		普交＋特交＋臨財債 フ コウ トク コウ リン ザイ サイ				16.9		17.1		18.0		20.9		21.8		21.8		22.8		23.9		21.2		20.2		18.9		17.8		18.2		21.0		24.6		23.5		23.6		23.3		22.5		21.3		20.5		20.4		20.0		19.5		19.7		24.9		19.8

		普交＋特交＋臨財債
全国シェア フ コウ トク コウ リンザイサイ ゼンコク						1.45%		1.45%		1.43%		1.34%		1.35%		1.35%		1.32%		1.27%		1.30%		1.33%		1.40%		1.46%		1.42%		1.29%		1.20%		1.45%		1.19%		1.16%		1.18%		1.20%		1.24%		1.22%		1.23%		1.22%		1.22%		1.06%		1.14%

		算定用国調人口 全国シェア サンテイ ヨウ コクチョウジンコウ ゼンコク						1.13%（H7国調） コクチョウ										1.12%（H12）										1.08%（H17）										1.04%（H22）										1.01%（H27）										0.96%（R2）

								1,419,505/125,570,246										1,416,180/126,925,843										1,385,041/127,767,994										1,330,147/128,057,352										1,279,594/127,094,745







地方財政制度から見た歳入歳出構造（令和４年度当初予算・通常分）

１．独自の財政需要に活用可能な財源（いわゆる「留保財源」）

・地方交付税の基準財政収入額の算定においては、標準的な地方税収入見込額の原則75％を算入している。
・基準財政収入額に算入されなかった税収入は、各地方公共団体が有する独自の財政需要に充てる財源となる。
（いわゆる「留保財源」）。

基準財政需要額 約3,500億円

約2,200億円 基準財政収入額
約1,300億円

留保財源
約300億円

約3,800億円

普通交付税等 標準的な地方税収入見込額 約1,600億円

① 歳入面について、岩手県における令和４年度当初予算（通常分）の留保財源額は約300億円程度。

② 一方で、歳出面について、普通交付税非算入の公債費、病院事業や教育に係るかかりまし経費など本県独自の財政
需要が約600億円以上となっており、留保財源に対して超過している状況（財源不足の状態）。

③ そのため、令和４年度当初予算においては、財源対策として、財政調整基金の取り崩し（121億円）、財源対策債
や退職手当債などの特例債の発行（約140億円）などにより対応している。

２．令和４年度当初予算における歳入歳出構造（イメージ）

独自の財政需要
約600億円

財源対策
約300億円

3

公債費、病院、高校等に係る経費

財政調整基金、
特例債発行
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基準財政需要額と決算の比較（教育費）

〇教育費全体で、令和２年度において、182億円の乖離が生じている

〇＜高等学校費：R2 ＋71億円＞測定単位（教職員数、生徒数）の減少等に伴い、基準財政需要額は減少しているが、一般財源
負担額は、横ばいで推移していたため、乖離は拡大傾向であった。H30以降は、一般財源負担額が減少したため、概ね横ばい。

〇＜その他の教育費：R2 ＋45億円＞一般財源負担額が年度によって大きく異なっているため、乖離額にバラツキがある。

〇＜小学校費：R2 ＋31億円＞平成30年度以降、一般財源負担額が減少傾向にあるため、乖離額は縮小している。

〇＜中学校費：R2 ＋19億円＞平成30年度以降、乖離額は概ね横ばいで推移している。

〇＜特別支援学校費：R2 ＋16億円＞基準財政需要額は、概ね横ばいであるものの、一般財源負担額が増加傾向にあるため、
乖離は拡大傾向（H26比 ＋14億円）。

高等学校費

その他の教育費

小学校費

中学校費

特別支援学校費

4

（単位：百万円）

＋

合計 14,844 17,457 16,189 16,556 18,033 18,958 18,221

計数精査中
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基準財政需要額と決算の比較（厚生労働費）

〇厚生労働費全体で、令和２年度において、136億円の乖離が生じている。

〇＜衛生費：R2 ＋146億円＞単位費用及び密度補正Ⅱ（病床数、病院事業債）の減に伴い、基準財政需要額は減少傾向である
とともに、一般財源負担額は、病院事業の繰出額の増加により、増加傾向であるため、乖離は拡大傾向（H26比 ＋36億円）

〇＜社会福祉費：R2 ＋58億円＞単位費用の増加により、基準財政需要額は増加傾向であるが、一般財源負担額の増加幅の方
が大きいため、乖離は拡大傾向（H26比 ＋15億円）

〇＜労働費：R2 ＋7億円、生活保護費：R2 ▲６億円＞大きな乖離は生じていない。

〇＜高齢者保健福祉費：R2 ▲69億円＞基準財政需要額が一般財源負担額を大幅に上回っている傾向にある。

（単位：百万円）

衛生費

社会福祉費

労働費

生活保護費

高齢者保健福祉費

5

＋

－

合計 8,165 9,859 13,647 13,112 13,511 16,464 13,568

計数精査中

※別途特別交付税措置有
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道路橋りょう費

（単位：百万円）

台風被害により、一時的に一般財源負担額が増加

基準財政需要額と決算の比較（土木費）

〇土木費全体で、令和２年度において、50億円の乖離が生じている

〇＜その他の土木費：R2 ＋38億円＞大きく乖離しているようにみえるが、これは決算統計上の土木管理費の人件費に、本来は道
路、河川等に分類されるべきものが寄せられているためである。

〇＜道路橋りょう費：R2 ＋14億円＞台風被害が大きかった年度は、一般財源負担額が増加し、乖離が拡大。（H28及びR1）

〇＜港湾費：R2 ＋2億円＞基準財政需要額は横ばいであるが、一般財源負担額が減少傾向であるため、乖離が縮小している。

〇＜河川費：R2 ▲４億円＞基準財政需要額が、一般財源負担額を上回っている年度が多い。

その他土木費

港湾費

河川費

6

－

＋

合計 3,692 3,753 6,635 5,433 3,598 4,691 4,979

計数精査中

※別途特別交付税措置有



203

1,346

1,638

2,265

2,821
2,649

2,863

1,429

3,242

1,647

1,784

2,571 2,463 1,886

29

34

365
482

346
86

▲ 123
▲ 896

▲ 1,971 ▲ 1,922

▲ 2,228
▲ 2,474 ▲ 2,427 ▲ 2,400

▲ 3,000

▲ 2,000

▲ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（単位：百万円）

基準財政需要額と決算の比較（産業経済費）

〇産業経済費全体で、令和２年度において、22億円の乖離が生じている。

〇＜農業行政費：R2 ＋28億円＞単位費用及び数値急減補正の減少に伴い、基準財政需要額が減少しているものの、一般財源
負担額は横ばいで推移しているため、乖離は拡大傾向（H26比 ＋27億円）

〇＜商工行政費：R2 ＋19億円＞基準財政需要額は概ね横ばいであるが、一般財源負担額が年度によって大きく異なっているた
め、乖離額にバラツキがある。

〇＜水産行政費：R2 ▲1億円＞大きな乖離は生じていない。

〇＜林野行政費：R2 ▲24億円＞基準財政需要額が一般財源負担額を上回っている傾向にある。

農業行政費

商工行政費

水産行政費

林野行政費

7

＋

－

合計 765 2,651 1,729 2,302 3,264 2,772 2,226

計数精査中



〇＜警察費：R2 ＋53億円＞基準財政需要額は横ばいで推移しているが、一般財源負担額が増加傾向にあるため、乖離は拡大
傾向（H26比 ＋10億円）

〇＜徴税費：R2 ＋16億円、恩給費：R2 ＋0.1億円＞基準財政需要額及び一般財源負担額は、概ね横ばいで推移している。

〇＜その他：R2 ▲254億円＞基準財政需要額には地域振興費や臨時費目（地域の元気創造事業費、人口減少等特別対策事業
費等）分などを計上、一般財源負担額には議会費、徴税費を除く総務費及び公債費のうちの物件費を計上しており、基準財政需
要額と一般財源負担額が対応している関係にはない。そのため、基準財政需要額が一般財源負担額を大きく上回っており、ここ
で差が生じている分を衛生費・教育費等の乖離費目に充当している。

4,300 4,455 4,870 5,134 5,225 5,472 5,309

1,275 1,368 1,328 1,333 1,385 1,316 1,556

▲ 0 1 1 ▲ 4 5 9 14

▲ 23,815
▲ 25,365

▲ 23,464

▲ 20,906 ▲ 21,357

▲ 17,607

▲ 25,416

▲ 30,000

▲ 25,000

▲ 20,000

▲ 15,000

▲ 10,000

▲ 5,000

0

5,000

10,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（単位：百万円）

－

＋

基準財政需要額と決算の比較（警察費、徴税費、恩給費、その他）

警察費

徴税費
恩給費

その他

8合計 ▲18,240 ▲19,541 ▲17,265 ▲14,443 ▲14,742 ▲10,809 ▲18,537

計数精査中



【岩手県】普通交付税の算定方法に係る改正意見（R3.9提出）の概要①
＜衛生費・教育費＞

【衛生費（単位費用・密度補正）】

県立病院会計に対する繰出金と交付税措置額との
乖離が大きく、更に拡大傾向にあり、安定的な病院
経営が厳しくなることが見込まれるため、措置を拡
充していただきたい。

201.2 209.7 213.3 219.4 226.4
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繰出額（決算額）及び交付税措置額

繰出額（決算額） 交付税措置額

乖離額
92億円

(51.4%) (50.1%) (46.3%) (46.0%)

【教育費】

教育費における一般財源負担額と交付税措置額と
の乖離が大きく、更に拡大傾向にあり、広大な県土
を有するために維持が必要な小規模高等学校の維
持・運営が厳しくなることが見込まれるため、措置
を拡充していただきたい。

（億円）

乖離額
122億円

【増減の要因】

繰出額：病院事業債に係る元利償還金や不採算地区
病院への繰出が増となっているもの

交付税措置額：不採算地区病院などにおいて特別交
付税単価は増となっているものの、交付税措置額
は減となっているもの

(交付税措置率
54.1%)

1,085.5 1,085.3 1,087.3 1,083.8
1,055.4

912.6 909.4 896.6 884.2
863.5
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決算額（経常経費一般財源）及び交付税措置額

決算額 交付税措置額

（億円）

乖離額
173億円

乖離額
192億円

(交付税措置率
84.1%) (83.8%) (82.5%) (81.6%) (81.8%)

標準団体 6,500 55 118

岩手県 15,275 65 235

高校１校あたりの面積

面積

（km
2
）

高校数
（校）

面積／
高校数
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【岩手県】普通交付税の算定方法に係る改正意見（R3.9提出）の概要②
＜高等学校費＞

【共通課題】

生徒数の減少に伴い、本県でも計画に基づく高校再編を進めているところであるが、近隣に他の高校がなく
他の地域への通学が極端に困難な地域においては、修学機会確保の観点から、やむを得ず維持しなければなら
ない高校が存在する。

これらの高校では、１校あたりの生徒数が少ない（＝小規模高校）一方で、学校ごとに生じる経費（給与や
需用費等）の圧縮が困難なため、生徒１人あたりの歳出額が多くなる（＝かかり増し経費）傾向が見られる。

【改正意見】

① 「学校数」を用いた密度補正を創設していただきたい。
（併せて「１校あたりの生徒数」を用いた補正係数の創設についても意見を提出しているところ。）

② 測定単位「生徒数」に係る急減補正を創設していただきたい。

③ 標準団体における学校規模を見直し、１～３学級の小規模高校を設けていただきたい。

標準団体 6,500 55 118

岩手県 15,275 65 235

高校１校あたりの面積

面積

（km
2
）

高校数
（校）

面積／
高校数

小規模校 中規模校 大規模校
１～３学級 ４～６学級 ７学級以上

標準団体 0.0% 69.0% 31.0%

全国平均 21.8% 47.0% 30.5%

令和２年度学校基本調査に基づく分析

学校規模

10



Iwate Prefecture

資料７ 財源確保（歳入）に係る諸原則

第２回 持続可能で希望ある岩手を実現する行財政研究会

1



2

財源確保（歳入）に係る基本的な方向性について

・ 人口減少を背景とした厳しい財政状況に対応していくためには、事業立案過程や予算編成段階において、財源確保
（歳入）に関する基本的な考え方について、これまで以上の徹底を図る必要がある。

・ 具体的には、①スクラップアンドビルド原則の徹底、②新たな財政支出へのペイアズユーゴ―原則の徹底、③民間
資金の活用促進、④国費、有利な地方債などの地方財政措置の最大限の活用、について全部局で再徹底を図る必要。

① スクラップアンドビルド原則の徹底

・新規事業の創出等にあたっては、各部局における既存事業のスクラップを行うことが基本
・その上で、事務事業評価や政策評価の活用等により歳出全体でのメリハリ付けを実施していく必要
・今後、人口減少を背景とした一般財源の減少局面において新しい行政課題に対応する財源を捻出していくために
は、これまで以上にスクラップアンドビルドを徹底する必要

② 新たな財政支出への対応について

・スクラップアンドビルドを徹底してもなお、純増が見込まれる新たな財政支出に対しては安定的な歳入財源の確保
（ペイアズユーゴー原則）を徹底

・その際、特定目的基金の創設や負担金の導入、独自課税などの手法を検討する必要

③ 民間資金の活用促進について

・これまで民間資金の活用は試験研究など限られた分野で活用されてきたところ
・地域課題解決に向けて、意欲ある民間企業や個人からの投資を促すような仕組みを検討する必要

④ 国費、有利な地方債などの地方財政措置の最大限の活用

・高補助率の国庫支出金、地方交付税措置率の高い有利な地方債の最大限の活用を徹底
・各部局における取組状況について見える化を図る必要



Iwate Prefecture

資料８ その他歳入確保策

第２回 持続可能で希望ある岩手を実現する行財政研究会

1
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その他の歳入確保策

あらゆる歳入確保策として、県税収入や地方交付税等の確保を実施していくほか、その他歳入確保策として、短期的
な財源対策として実施可能なもの、その性質に鑑みて中長期的に取り組んでいくべきものを整理。具体的には、資金調
達の多様化・安定化等のための全国型市場公募債の導入、県保有株式の売却や第三セクター等への出資の引き揚げ等の
公有財産の整理、使用料の見直し等、今後さらなる取組として想定されるもののうち主なものは次のとおり。

① 全国型市場公募地方債の導入による資金調達の多様化・安定化

・令和４年10月、全国型市場公募債の初回発行予定（最小発行額である100億円規模）
・厳しい財政状況の原因となっている公債費負担の低減に向けて、今後、継続して資金調達の多様化を図ることに

よって、社会経済情勢の変動に伴う金利変動等に対して臨機応変に対応する必要【短期】

② 公有財産の整理等

・第三セクター等への出資の引き揚げや県が保有する株式についての整理の必要性【短期】
・岩手競馬組合への融資など貸付金の在り方の検討【短期】
・岩手県土地開発公社など第三セクター等の内部留保資金の活用方策についての検討【短期】

③ 使用料の見直しの必要性

・他県の状況を踏まえた公共施設の使用料の見直し
・特に使用料・手数料を徴収していない施設等の取り扱いについての検討の必要性【中長期】

④ その他検討が必要なもの

・県債管理基金の有価証券による運用（今後の県債償還に向けた更なる財源の確保に向けた運用）【短期】
・ふるさと納税の魅力化（組織体制を含めたさらなる魅力化の検討の必要性）【短期～中長期】
・Ｊクレジットのさらなる活用【短期～中長期】

【参考】現在の販売可能量：約1,500万円程度、新たなクレジット発行は諸課題を整理する必要



仕組み 指定金融機関を中心に複数の金融機関及び証券会社から構成されるシンジケート団を組成し、県とシ団との協議・交渉により発行条件を決定。
※指定金融機関について岩手銀行を想定

発行額や条件等 発行額100億円、10年の満期一括償還が基本だが、それ以外の償還年限や定時償還債の発行も可能。
発行手数料は約37百万円、元利償還手数料は10年間で約2百万円。

利率 ５年債：0.036%～0.100％ 10年債：0.209%～0.274%
※R4.3月の他団体の表面利率の実績。いずれも満期一括方式によるもの。

IR活動 IR（Investor Relations）：投資家に対し本県の情報を適時、公平、継続して提供する活動全般のこと。
公募債発行団体による合同IR説明会等の機会を活用し、国内外の投資家に向けた本県の情報発信を継続して行っていく必要がある。

3

・地方公共団体が、銀行や証券会社等を引受会社として全国的に幅広い投資家を対象として発行する地方債。
・都道府県及び政令指定都市67団体中、R3年度は59団体が発行。未導入団体は８県。（未導入：青森、岩手、山形、石川、山口、香川、愛媛、沖縄）

・本県では、従来、地方債に係る資金の調達については、公的資金（財政融資資金、地方公共団体金融機構資金）や銀行等引受債（地元金融機関等から
の借入れ）が中心。全国型市場公募地方債の導入については、実質公債費比率が高水準で推移していたことや、震災からの復旧・復興事業の実施に
よる人員不足等も踏まえ、見送ってきたところ。

・一方で、R1に公債費負担適正化計画を達成し、R2に第１期復興・創生期間が終了したこと、今後の行財政改革の具体的な取組の必要性も踏まえると、
市場公募地方債の導入のタイミングを迎えたものと判断できる。

・市場公募地方債の導入により、資金調達手段が多様化し、公的資金の縮小が進む中にあっても、さらなる民間資金の拡大や安定的な資金調達手段の確
保が可能になる。

今後の行財政改革において、現在の銀行等引受債中心の資金調達では、今後も安定した資金調達を続けていけるか不透明。長期的視野に立ったチャンネルの多様
化や、市場の財政規律の観点も踏まえた収支改善に資する取組の促進が必要。

・具体的には、市場公募地方債の最小発行額である100億円規模でR４.10月頃の発行を予定。

１ 本県での導入について

時期 内容

Ｒ３ 12月 １２月定例会の総務委員会において市場公募地方債の発行について公表、【総務省】地方債計画発表（総務省からの市場へのアナウンス）

Ｒ４ 9～10月 発行条件の決定・公表、市場公募地方債の第１回発行（10月）

シ団方式

２ 市場公募地方債の概要

３ 当面のスケジュール

岩手県 代表受託
銀行

シ団メンバー
（銀行・証券会社）

事務委託

条件交渉
調整 投資家販売

全国型市場公募地方債の導入による資金調達の多様化・安定化



4

使用料の見直し

・行政財産や公の施設の使用料については、維持管理費又は減価償却費にあてるべきものとして、他都道府県における同種施設等との均衡
も考慮しながら、適切な額を徴収することが、持続的な供用のため必要と考えられること。

・本県において、広く県民の利用を目的として設置している施設で、政策上の目的から無料で供用しているもののうち、利用者数が多いも
のは次のとおりであり、今後も同様に無料とするかについて住民ニーズも踏まえつつ検討していく必要である。

施設名 所在地 無料供用
の概要

年間利用者数
（人） 他都道府県の同種施設との比較

1 【大型児童館】
いわてこどもの森 一戸町 入館料 （R2） 38,826

（R1）201,100

秋田県児童会館みらいあ【無料】
新潟県立こども自然王国【無料】
栃木県子ども総合科学館【550円/大人 220人/小人】
堺市立ビッグバン【1,000円/大人 600～800円/3歳以上】
※国内19か所の大型児童館のうち上記2施設で入館料徴収

2 【博物館】
東日本大震災津波伝承館 陸前高田市 入館料 （R2）170,699

みやぎ東日本大震災津波伝承館【無料】
兵庫県 人と防災未来センター【600円/大人】
淡路市野島断層保存館【730円/大人】

3 【都市公園】
御所湖広域公園

盛岡市、
雫石町 入園料 （R2） 94,417

4 【都市公園】
花巻広域公園 花巻市 入園料 （R2） 89,377

５ 【森林公園】
県民の森 八幡平市 入場料 （R2） 75,017

青森県県民の森【無料】
秋田県森林学習交流館【無料】
宮城県県民の森【無料】

-
【普及啓発施設】
平泉世界遺産
ガイダンスセンター

平泉町 入館料
（R3.11.20～

R4.2.28）
5,420

白神山地ビジターセンター【無料】
三内丸山遺跡時遊館（遺跡含む）【410円/大人】



本県の状況

・ 令和２年度においては、寄附件数は2,155件、寄附金額は１06百万円となっている。平成23年度の449百万円が過去最高。

・ 全国の寄付規模は、平成27年度以降に拡大※したものの、本県においては、大きく増加していないところ。

※全国の寄付総額は平成26年は388億円であったが、平成27年には1,652億円と、約４倍の規模に拡大。

・ 今後、クラウドファンディング型の活用や組織体制も含めたさらなるふるさと納税の魅力化について検討の必要があるのではないか。
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本県のふるさと納税の寄付金額の推移
（単位：百万円）

■本県の主な返礼品

【葛巻ワイン】【岩泉セット（ヨーグルト等）】 【岩手短角牛】

東日本大震災が発生したことにより、
全国の方々から多くの寄付が集まる

ふるさと納税の状況
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・ 寄付額は、47都道府県中29位と中位にある。

・ 令和元年度と比較して、寄付額が５億円以上増加した団体は、６団体※となっている。（※北海道、山形県、愛知県、大阪府、熊本県、沖縄県）

・ ５億円以上増加した団体は、令和２年７月豪雨の被災県及び新型コロナウイルス感染症により、医療提供体制がひっ迫した団体であること。

（単位：百万円）

◆返礼品がない団体が９団体
秋田県、福島県、埼玉県、千葉県、東京都、
愛知県、大阪府、広島県、沖縄県

【参考】ふるさと納税の都道府県間比較（令和２年度実績）
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Iwate Prefecture

資料9 公営企業の状況

第２回 持続可能で希望ある岩手を実現する行財政研究会

1



（単位 百万円）

 公営企業は、令和２年度、全ての事業において純利益を計上しており、資金不足も発生していない。

2

事業

R2 R1

総収益 総費用 純利益 資金剰余 総収益 総費用 総利益 資金剰余

病院事業 114,528 112,036 2,491 6,293 109,594 110,188 ▲593 4,637

電気事業 7,108 4,866 2,243 17,130 6,514 5,306 1,208 14,801

工業用水道事業 800 740 60 699 870 805 64 610

流域下水道事業 9,447 8,930 516 956 Ｒ２年度から公営企業会計

病院事業

20病院、6地域診療セン
ターからなり、各二次保健
医療圏における基幹病院
としての役割や、交通事情
や医療資源に恵まれない
地域における、地域の初
期医療等の役割を担って
います。

電気事業

水力、風力、太陽光な
どの再生可能エネル
ギーを利用した発電所
を20か所運転していま
す。

工業用水道事業

北上工業団地、岩手中
部工業団地及び北上
南部工業団地へ工業
用水を供給しています。

流域下水道事業

北上川上流流域及び
磐井川流域の10市町を
処理区域とし、関連公
共下水道から流入した
汚水を処理しています。

公営企業（法適用）の決算状況 第１回 資料５（再掲）
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令和２年度岩手県工業用水道事業会計決算概要 

  岩手県企業局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
１ 工業用水の供給状況 

実使用水量は増となったが、ユーザー企業の使用廃止等に伴い基本使用水量は減となった。 
  

年度 

区分 

令和２年度 

（A） 

令和元年度 

（B） 

比      較 
備      考 

増減量（A-B） 増減率（A-B）/B 

基 本 使 用 水 量 12,230 13,244 △1,014 △7.7% 
ユーザー企業の使用廃止等に伴う

基本使用水量の減 

実 使 用 水 量 7,316 7,293 23 0.3% 
使用実績による実使用水量の増 

  うち  超過水量 55 43 12 27.9% 

    ※ 供給先：北上工業団地、岩手中部工業団地に立地している19事業所 
    ※ 増減率は、原数値で計算しているため、表中の数値による計算値とは必ずしも一致しない。 

 

<１㎥当たりの給水単価>（平成23年４月１日から）          税抜 

料 金 種 別 工業用水料金の額 ろ過料金の額※ 

基本使用水量（基本料金） 42円 35円 

使用水量（使用料金） ３円 ３円 

超過水量（超過料金） 90円 － 

    ※ろ過水使用の場合は、工業用水料金に加算 

２ 経常収益の状況 
基本使用水量の減により料金収入が減（△48,498千円）となったことなどにより、前年度比 78,608千円（9.0％）

減の791,018千円となった。 

３ 経常費用の状況 

修繕費や人件費の減等により、前年度比64,749千円（8.0％）減の740,392千円となった。 

４ 経常利益、純利益の状況 

以上の結果、経常利益は、前年度比 13,859千円（21.5％）減の50,626千円となり、純利益は、前年度比 4,550
千円（7.1％）減の59,935千円となった。 

なお、経常利益の経営目標に対する実績は次のとおりとなった。 

                           （単位：千円）税抜 

 

区       分 経営目標 実  績 増  減 備     考 

経 常 利 益 4,000 50,626 46,626 料金収入の減により経常利益は減となったが、修繕費や

人件費等が減となり、経常収支比率の目標を達成。 経常収支比率 100.3% 106.9% 6.6 ﾎﾟｲﾝﾄ 

 

○ 工業用水供給量は、実使用水量が増加したものの、基本使用水量は減少し、料金収入は、前年度比6.1％減

の７億４千６百万円余となった。 

○ 経常収益は、料金収入が減となったことにより前年度比 9.0％減の７億９千１百万円余となり、経常費用は、

修繕費の減等により前年度比 8.0％減の７億４千万円余となった。 

○ この結果、経常利益は、前年度比 21.5％減の５千万円余となり、純利益は、特別利益の増により前年度比

7.1％減の５千９百万円余となった。 
 

 令和２年度損益                                    （単位：千円）税抜 
   年度   

     

科目 

令和２年度 

（A） 

令和元年度 

（B） 

比    較  

増減額 
（A-B） 

増減率 
（A-B）/B 

経 常 収 益 791,018 869,626 △78,608 △9.0％ 

経 常 費 用 740,392 805,141 △64,749 △8.0％ 

経 常 利 益 50,626 64,485 △13,859 △21.5％ 

特 別 利 益 ※ 9,309 0 9,309 皆増 

特 別 損 失 0 0 0 － 

純 利  益 59,935 64,485 △4,550 △7.1％ 

※ 令和２年度は、退職給付引当金残高を取崩したことに伴い、特別利益（退職給付引当金戻入）を計上 

（単位：千㎥ /年） 

 

4



5



6


	第２回�持続可能で希望ある岩手を実現する行財政研究会
	次第
	出席者名簿（構成員）
	会議資料一覧
	shiryou2_r4.r3sainyuuzyoukyou.pdf
	資料２　令和４年度、令和３年度歳入状況
	スライド番号 2
	スライド番号 3

	shiryou3_sainyuukessan.kenzeisyuunyuu.pdf
	資料３　普通会計歳入決算及び県税収入の推移
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5

	shiryou4_kenzeisyuunyuukouzou.pdf
	資料４　県税収入構造の分析
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4

	shiryou5_tyoukakazei.pdf
	資料５　超過課税・法定外目的税の状況
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6

	shiryou6_tihoukouhuzeisoti.pdf
	資料６　地方交付税措置状況の分析
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	【岩手県】普通交付税の算定方法に係る改正意見（R3.9提出）の概要①�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　　　　　＜衛生費・教育費＞
	【岩手県】普通交付税の算定方法に係る改正意見（R3.9提出）の概要②�　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　＜高等学校費＞

	shiryou7_zaigenkakuho.pdf
	資料７　財源確保（歳入）に係る諸原則
	スライド番号 2

	shiryou8_sonotasainyuukakuhosaku.pdf
	資料８　その他歳入確保策
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6

	shiryou9_koueikigyou.pdf
	資料9　公営企業の状況
	スライド番号 2




